
会計情報レポート

平成30年3月期より、早期適用可能となる会計基
準及び原則適用となる会計基準、開示府令は＜表1＞
のとおりです。
本稿では、これらを中心に平成30年3月期決算に

当たっての留意事項を解説します。また、本文中で使
用する会計基準の略称及び適用開始時期は＜表1＞の
とおりです。なお、文中の意見にわたる部分は、筆者
らの私見であることをあらかじめお断りします。

1. 税効果会計基準一部改正の概要
平成30年2月16日に、企業会計基準委員会（以下、

ASBJ）から、税効果会計基準一部改正及び企業会計
基準適用指針第28号「税効果会計に係る会計基準の適
用指針」等（以下、税効果会計基準一部改正等）が公
表されました。また、この改正に応じて、財務諸表
等規則及び会社計算規則の改正案も公表されています。
税効果会計基準一部改正等の詳細については、本誌
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▶表1　会計基準略称及び適用時期の一覧

適用開始時期 会計基準の名称 略称

平成30年3月期から
原則適用

改正実務対応報告第18号「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計
処理に関する当面の取扱い」及び改正実務対応報告第24号「持分法適用関
連会社の会計処理に関する当面の取扱い」

実務対応報告18号等

実務対応報告第35号「公共施設等運営事業における運営権者の会計処理等
に関する実務上の取扱い」

PFI取扱い

実務対応報告公開草案第54号「実務対応報告第34号の適用時期に関する
当面の取扱い（案）」

マイナス金利適用時期取
扱い（案）

「企業内容等の開示に関する内閣府令」 開示府令

平成30年3月期から
早期適用可能

企業会計基準第28号「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」 税効果会計基準一部改正

実務対応報告第36号「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権
を付与する取引に関する取扱い」

有償新株予約権取扱い

実務対応報告公開草案第53号「資金決済法における仮想通貨の会計処理等
に関する当面の取扱い（案）」

仮想通貨取扱い（案）
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平成30年3月号（Vol.130）をご参照ください。
税効果会計基準一部改正は平成30年4月1日以後開
始する年度の期首から原則適用されますが、表示及び
注記事項については、平成30年3月31日以後最初に
終了する年度の年度末から早期適用できるとされてお
り、平成30年3月期においては、表示及び注記事項
に関する定めのみ、早期適用することができます。こ
のため、本稿では、表示及び注記事項に関する項目を
中心に解説します。

2. 繰延税金資産及び繰延税金負債の表示
税効果会計基準一部改正では、従来、関連した資産・
負債の分類に基づき繰延税金資産は流動資産又は投資
その他の資産に、繰延税金負債は流動負債又は固定負
債に分類されていたものを、全ての繰延税金資産を投
資その他の資産に、繰延税金負債を固定負債に分類す
ることに変更するものです。この変更は表示方法の変
更とされ、表示する過去の財務諸表について、新たな
表示方法に従い財務諸表の組替えを行うことが求めら
れます。

3. 繰延税金資産に関する注記事項
（1）税効果会計基準一部改正で追加される注記事項
税効果会計基準一部改正により追加される注記事項
は、＜表2＞のとおりです。新たな注記事項を作成す
るためには、子会社からの情報収集体制も含めた事前
準備が必要と考えられます。
前記の項目のうち、連結財務諸表作成会社の個別財
務諸表では、評価性引当額の内訳に関する数値情報の
みが追加され、評価性引当額に係る定性的な情報及び
税務上の繰越欠損金に関する情報の注記は求められま
せん。
なお、注記事項の追加は表示方法の変更となります

が、経過措置として、評価性引当額の合計額を除き、
適用初年度の比較情報を記載しないことができるとさ
れています。また、税効果会計基準一部改正を早期適
用する場合、税効果会計基準一部改正を全て適用する
こととしており、部分的に適用することは想定されて
いません。平成30年3月期に表示に関する改正を早期
適用する場合には、注記の追加に関する改正も同時に
早期適用することが求められる点に留意が必要です。

（2）会社法における取扱い
平成29年12月14日に、税効果会計基準一部改正

を反映した会社計算規則の改正案が公表されました。
この改正案は繰延税金資産及び繰延税金負債の貸借対
照表上の表示のみを対象としており、「評価性引当額
の内訳に関する情報」及び「税務上の繰越欠損金に関
する情報の注記」等の注記事項の追加は含まれていま
せん。

1. 米国の税制改革法案の概要
平成29年12月20日に米国の税制改革法案が米国の

下院及び上院の委員会にて可決され、同年12月22日に
大統領の署名により成立しました。改正税法のうち、
税効果会計に影響する主な事項と平成30年3月期の
会計処理は、次ページ＜表3＞のとおりです。

3月決算の会社において、米国の連結子会社等の決算
日が12月末であり、当該連結子会社等の正規の決算
を基礎として連結決算を行う場合、平成30年3月期に
おいては、連結子会社等の決算日に改正税法が成立し
ているため、当該連結子会社等の繰延税金資産及び繰
延税金負債の計算に用いる税率は、改正税法に規定さ

Ⅲ　米国の税制改革

▶表2　追加される注記事項

数値情報＊ 定性的な情報

評価性引当額の内訳に
関する情報

• 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額
• 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額

評価性引当額（合計額）に重要な変動が生じてい
る場合における、当該変動の内容

税務上の繰越欠損金に
関する情報

繰越期限別に税務上の繰越欠損金に係る次の金額
• 税効果相当額（税務上の繰越欠損金×税率）
• 評価性引当額
• 繰延税金資産計上額

税務上の繰越欠損金に係る重要な繰延税金資産を
回収可能と判断した主な理由

＊　繰延税金資産の発生原因別の注記として記載されている税務上の繰越欠損金の金額が重要であるときに記載
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れる税率（21％）となります。

2. SAB118号の取扱い
平成29年12月22日に、SECのスタッフ会計公報

（Staff Accounting Bulletin）118号（以下、SAB118

号）が公表されました。SAB118号では、公開企業
において、税制改正の制定日を含む会計期間に税制改
正の影響に関する会計処理を完了するために必要な詳
細情報を入手できず、合理的な見積りもできない場合
には、一定の注記を行うことで、改正法が制定される
直前の税法によることができるとされています。また、
平成30年1月11日にFASBから公表された非公開企業
に関するSAB118の適用に係るQ&Aでは、非公開企業
がSAB118号を適用したときは、米国基準に準拠して
いるとされています。
このため、実務対応報告18号等の当面の取扱いに
基づき、米国会計基準に準拠した在外子会社等の財務諸
表を基礎に連結財務諸表を作成している場合、SAB118

号に基づく会計処理をした財務諸表は、そのまま取り
込むことになると考えられます。

平成29年3月29日に実務対応報告18号等の改正が
公表され、平成29年4月1日以後開始する連結会計年
度の期首から適用されています。

1. 改正の内容
国内子会社及び国内関連会社（以下、国内子会社等）
が指定国際会計基準又は修正国際基準を適用し、有価
証券報告書により開示している場合には、実務対応報
告18号等の対象範囲に含まれることになります。

2. 当該改正以外の留意点
（1）IFRS、米国会計基準における主な改訂
実務対応報告18号等の当面の取扱いを適用してい

る場合には、子会社等の財務諸表が準拠している国際
財務報告基準（以下、IFRS）や米国会計基準の改訂
が行われたときには、連結財務諸表においても会計方
針の変更として取り扱われ、重要性に応じて注記の要
否を検討する必要があります。また、IFRSや米国会計
基準において公表済みで未適用の会計基準がある場合
にも、その重要性を踏まえて注記の要否を検討する必
要があります。

IFRS及び米国会計基準における主な改訂としては以
下のものがありますが、影響度合いの把握などの準備
が必要と考えられます。

▶表3　税効果会計に影響する主な改正税法の内容と平成30年3月期の会計処理

項目 現行 改正税法 平成30年3月期の会計処理

連邦法人税率
15％、25％、34％、35％
の累進税率

21％（平成30年（2018年）1月1日
から）

改正税法成立後には、改正後の税率
で税効果の会計処理を行う＊

税務上の繰越欠損金

繰戻2年、繰延20年 繰越期限廃止、繰戻制度撤廃
平成30年（2018年）以降発生する
繰越欠損金の相殺は課税所得の80％
までとする

繰越欠損金に係る繰延税金資産の回
収可能性の判断に影響が生じると考
えられる

米国外子会社からの
配当への課税

全世界課税・外国税額控除
制度

米国法人が10％以上を保有する外国
子会社からの配当を益金不算入と
する

米国子会社等が米国以外の子会社等
に出資している場合、当該投資に係
る繰延税金負債について、取崩しが
生じる可能性がある

＊　税効果会計に適用される税率は期末日に成立した税法に基づくため

Ⅳ　実務対応報告18号等の改正

• IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」
（平成30年1月1日以後開始事業年度から原則
適用）

• IFRS第9号「金融商品」（平成30年1月1日以後
開始事業年度から原則適用）

• IFRS第16号「リース」（平成31年1月1日以後
開始事業年度から原則適用）

• 米国会計基準　Topic606「顧客との契約から
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（2）実務対応報告18号等の見直しの動向
実務対応報告18号等の公表以後、新規に公表又は

改正されたIFRS及び米国会計基準を対象に、修正項目
として追加する項目の有無について検討が行われてい
ます。IFRS第15号、IFRS第9号、IFRS第16号につ
いて検討対象とするかどうかの審議が行われましたが、
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性
金融商品への投資の公正価値の変動に関するノンリサ
イクリング（売却等を行った場合にも組替調整を行わ
ない）処理について、実務上の実行可能性の対応を含
む、より詳細な検討を行うこととされています（第
377回企業会計基準委員会審議事項（3）-3）。

平成29年5月2日にPFI取扱いが公表され、平成29

年5月31日以後終了する年度から適用されています。
PFI取扱いの対象となる公共施設等運営事業は、道路、
空港、水道等の公共施設、庁舎等の公用施設、教育文
化施設等の公的施設など、利用料金の徴収を行う公共
施設等について、当該施設の所有権を公共主体が有し
たままで、公共施設等運営権を民間事業者に設定する
制度（コンセッション方式のPFI）であり、PFI取扱
いは、PFI事業者（運営権者）の会計処理等を明らか
にするために公表されたものです。

PFI取扱いの主な会計処理は、次のとおりです。

平成29年12月7日にマイナス金利適用時期取扱い
（案）が公表されました。これまでは、平成29年3月
31日に終了する事業年度から平成30年3月30日に終
了する事業年度に限り、国債等の利回りでマイナスが
見受けられる状況に関連して、退職給付債務の計算に
おける割引率について、利回りの下限としてゼロを利
用する方法とマイナスの利回りをそのまま利用する方
法のいずれかの方法によることが実務対応報告第34

号「債券の利回りがマイナスとなる場合の退職給付
債務等の計算における割引率に関する当面の取扱い」
（以下、マイナス金利取扱い）において定められてい
ました。今回の公表により、マイナス金利取扱いの適
用期間について、これまでの「1年間」に限定するも
のから、「当該取扱いを変更する必要がないとASBJ

が認める当面の間」とする旨の変更が行われ、従来の
取扱いが当面の間継続されることが提案されていま
す。なお、公表日以後適用されることが提案されてい
ます。

企業がその従業員等に対して権利確定条件が付され
ている新株予約権を付与する場合に、当該新株予約権
の付与に伴い当該従業員等が一定の額の金銭を企業に
払い込む取引（以下、当該取引において付与される新
株予約権を「権利確定条件付き有償新株予約権」とい
う）について、その会計処理は明確にされていません
でした。このため、ASBJでは会計上の取扱いを明確
化すべく議論を進め、平成30年1月12日に有償新株
予約権取扱いを公表しました。有償新株予約権取扱い
では、従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予
約権を付与する取引は、企業が従業員等から払い込ま
れる金銭の対価及び従業員等から受ける労働や業務執
行等のサービスの対価として付与するものと整理し、
企業会計基準第8号「ストック・オプション等に関す
る会計基準」（以下、ストック・オプション等会計基
準）に定めるストック・オプションに該当するものと
して取り扱うこととされました。

Ⅴ　PFIに関する会計処理

Ⅵ　マイナス金利適用時期取扱い（案）

Ⅶ　従業員等に対して権利確定条件付き有償新
　　株予約権を付与する取引に関する留意事項

生じる収益」（平成29年12月15日以後開始す
る事業年度から原則適用）

• 取得した公共施設等運営権の対価について、合
理的に見積もられた支出額の総額を無形固定資
産として計上

• 更新投資（資本的支出）について、一定の要件
を満たす場合以外は支出時に資産計上、当該要
件を満たす場合は運営権取得時に支出総額の現
在価値を負債と資産に両建計上

• プロフィットシェアリング条項（運営権対価と
は別に、各期の収益があらかじめ定められた基
準値を上回ったときに運営権者から管理者等に
一定の金銭を支払う条項）に基づく支出額は各
期の費用として計上
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1. 会計処理
従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権
を付与する取引についての会計処理は、次のように行
うこととされています。

2. 開示
従業員等に有償新株予約権を付与する取引に関する
注記は、ストック・オプション等会計基準に従って行

うこととされています。

3. 適用時期等
平成30年4月1日以後原則適用とされていますが、

公表日以後早期適用することができます。また、適用
に当たっては、遡

そ

及
きゅう

適用を原則としていますが、経過
的な取扱いとして、適用日より前に従業員等に対して
権利確定条件付き有償新株予約権を付与した取引につ
いては、実務上多くみられた企業会計基準適用指針第
17号「払込資本を増加させる可能性のある部分を含
む複合金融商品に関する会計処理」に基づく処理等、
従来採用していた会計処理を継続することができると
されています。この場合、情報の有用性を補うために、
当該取引について一定の事項を注記する必要がありま
す。なお、適用初年度において、これまでの会計処理と
異なることとなる場合又は前記のように従来採用して
いた会計処理を継続する場合には、会計基準等の改正
に伴う会計方針の変更として取り扱うことになります。

平成28年6月の「資金決済に関する法律」の改正
により、仮想通貨が定義されたとともに、仮想通貨交
換業者に対して登録制が導入され、財務諸表監査が義
務付けられたことに伴い、仮想通貨に関する会計基準
の整備が進められていました。
平成29年12月6日に仮想通貨取扱い（案）が公表さ
れ、平成30年4月1日以後開始する事業年度の期首か
らの原則適用及び公表日以後終了する事業年度及び四
半期会計期間からの早期適用が提案されています。ま
た、仮想通貨交換業者及び仮想通貨利用者が保有する
仮想通貨及び仮想通貨交換業者が預託者から預かった
仮想通貨が会計処理の対象となります。資金決済に関

▶表4　仮想通貨利用者が保有する仮想通貨の会計処理

活発な市場が存在する場合＊1 活発な市場が存在しない場合

貸借対照表価額
• 市場価格に基づく価額 • 取得原価

• 処分見込価額＊2＜取得原価の場合は処分見込価額

貸借対照表価額と帳簿
価額との差額の処理

• 当期の損益 • 処分見込価額＊2＜取得原価の場合、その差額は当
期の損失

＊1　保有する仮想通貨について、継続的に価格情報が提供される程度に仮想通貨取引所又は仮想通貨販売所において十分な数量及び頻度で取引が行われている
場合

＊2　ゼロ又は備忘価額を含む

（1）付与日から権利確定日までの取扱い
• 権利確定条件付き有償新株予約権の付与に伴う
従業員等からの払込金額を、純資産の部に新株
予約権として計上する。

• 権利確定条件付き有償新株予約権の公正な評価
額から払込金額を差し引いた金額のうち、対象
勤務期間を基礎とする方法、その他の合理的な
方法に基づき算定した額を各会計期間において
費用計上し、対応する金額を、純資産の部に新
株予約権として計上する。

• 有償新株予約権の公正な評価額は、付与日にお
ける公正な評価単価に有償新株予約権数を乗じ
て算定する。

• 有償新株予約権に業績条件が付されている場合、
業績条件の達成可能性は有償新株予約権数に反
映させる。

（2）権利確定日後の会計処理
• 有償新株予約権が権利行使され、新株を発行し
た場合、新株予約権として計上した額のうち、
当該権利行使に対応する部分を払込資本に振り
替える。

• 権利不行使による失効が生じた場合、新株予約
権として計上した額のうち、当該失効に対応す
る部分を利益として計上する。

Ⅷ　仮想通貨取扱い（案）
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する法律に規定する全ての仮想通貨が対象となります
が、保有する仮想通貨について、活発な市場が存在す
るかどうかにより、会計処理が異なります（＜表4＞
参照）。この他、開示についての定めが提案されてい
ます。

平成30年1月26日に、「企業内容等の開示に関する
内閣府令」の改正が公布、施行されました。これによ
り、平成28年4月に公表された金融審議会「ディスク
ロージャーワーキング・グループ」報告における、開
示内容の共通化・合理化や非財務情報の開示充実に向
けた提言を踏まえ、有価証券報告書等の記載内容の改
正が行われ、平成30年3月31日以後に終了する事業
年度に係る有価証券報告書等から適用されます。

1. 開示内容の共通化・合理化
有価証券報告書等の「大株主の状況」における株式
所有割合の算定の基礎となる発行済株式について、自
己株式を控除することとし、会社法に基づく事業報告
の記載内容と共通化されます。
また、「新株予約権等の状況」「ライツプランの内容」
及び「ストック・オプション制度の内容」の項目の
「新株予約権等の状況」への統合等、「新株予約権の状
況」の現行様式の表の撤廃、ストック・オプションに
ついて財務諸表注記の参照を可能とすること、「新株
予約権等の状況」において有価証券報告書提出日の前
月末現在の記載は、事業年度末の情報から変更がなけ
れば変更ない旨の記載のみとすることにより、新株予
約権等の記載の合理化が行われます。
さらに、株主総会日程の柔軟化のため、「大株主の
状況」の記載時点について、事業年度末から原則とし
て議決権行使基準日に変更されます。なお、会社法事
業報告における上位10名の株主の持株数等について
も、議決権行使基準日を容認するための会社法施行規
則の改正が提案されています。

2. 非財務情報の開示充実
「業績等の概要」及び「生産、受注及び販売の状況」
を「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状
況の分析」に統合した上で、記載内容の整理が行われ
ます。また、経営成績等の状況の分析・検討の記載を

Ⅸ　開示府令の改正

充実させる観点から、事業全体及びセグメント別の経
営成績等に重要な影響を与えた要因についての経営者
の視点による認識及び分析、経営者が経営方針・経営
戦略等の中長期的な目標に照らして経営成績等をどの
ように分析・評価しているかの記載が求められること
になります。

• 平成30年3月期　決算上の留意事項
当法人ウェブサイトの企業会計ナビコーナーでは、
平成30年3月期決算において適用対象となる企
業が多いと思われる論点について、基本的な取扱
いを中心に、その留意事項を解説しています。
ぜひ、皆さまの実務にお役立てください。

各種検索サイトで「企業会計ナビ」と入力し、検
索してください。

www.shinnihon.or.jp/corporate-accounting/
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